
No. 寄せられたご意見・ご提言 ご意見元 ご意見等に対する見解及び対応 所管課

1
　安心とくしまホームページについ
て、必要な情報を見やすい位置に配
置する等、最適化してほしい。

審議会等

　気象庁のキキクルをはじめ「視覚的情報」との
連携強化や、３クリック以内で必要な情報を得ら
れるといったアクセス環境の改善を行う等、安心
とくしまホームページを刷新します。

とくしまゼロ作戦課

2

　防災情報をより多くの県民にプッ
シュ型でお知らせするため、県公式
LINEの登録者数をもっと増やす必要
がある。

審議会等
　県公式LINEの登録者数拡大に向けて、新たに
デジタルマーケティング手法を活用したプロモー
ションを実施します。

とくしまゼロ作戦課

3
　県には補助金等の助成をもっと充
実させてもらい、家庭で出来る脱炭
素化を呼びかけてもらいたい。

各パブリックコメント

　県では、県民の皆様向けに太陽光発電設備や
蓄電池、ＺＥＨの導入支援を実施するとともに、走
行時に排気ガスを排出しないEV（電気自動車）を
はじめとするZEV（ゼロ・エミッション・ヴィークル）
の普及拡大を促進し、車両の普及と充電インフラ
の整備を車の両輪として、一体的に推進すること
としております。

グリーン社会推進課
脱炭素推進室

4
　卒ＦＩＴ後の蓄電池に対する補助を
実施してほしい。

審議会等

　固定価格買取制度（ＦＩＴ）の買取期間が終了し
た、いわゆる「卒ＦＩＴ」後における「電力の自家消
費」を推進するため、卒ＦＩＴの方を対象に、蓄電
池単独の補助制度を創設します。

グリーン社会推進課
脱炭素推進室

5

　ＥＶの補助金について、国補助金
との併給を可能にしてほしい。ＥＶの
充電を再生可能エネルギーで賄う
要件を緩和してほしい。

その他業務活動内

　国の補助金との併給が可能な定額の上乗せ補
助とするとともに、ＥＶだけでなくＰＨＶも補助対象
に加え、「動く蓄電池」として、ＥＶからの外部給電
を可能とする住宅用充放電設備（Ｖ２Ｈ）や可搬
式の外部給電器（Ｖ２Ｌ）も補助対象に加えます。
　また、再生可能エネルギーの活用についても、
オプションとして「補助額の上乗せ」によるインセ
ンティブを付与することで、ＥＶ導入と再エネ活用
を併せて促進する補助制度を創設します。

グリーン社会推進課
脱炭素推進室

6

　能登半島地震を踏まえ、南海トラ
フ巨大地震発災に備えた災害廃棄
物の広域処理体制をどのように強
化するのか。

審議会等
　南海トラフ巨大地震など大規模災害に備え、
国、市町村、関係団体と連携のもと、広域的な災
害廃棄物処理訓練を実施します。

環境指導課

7
　殺処分される犬や猫を減らす取組
をして欲しい。

目安箱

　飼い主のいない猫の不妊去勢手術の支援拡大
や、譲渡適性のある犬猫の譲渡促進の他、生後
間もない状態で収容された犬・猫のケアを行う体
制を強化し、犬猫の殺処分の削減を図ります。

動物愛護管理センター

8

　ふるさと納税の受入額を拡大する
ためには、市町村の担当と県の担
当がしっかりと力を結んで、勉強会
なり、知見を共有し合う機会が必要
と思う。

審議会等

　令和６年度当初予算において、ノウハウのある
民間事業者を活用し、全国の最新事例を学ぶた
めの「担当者向けセミナー」や県内自治体への寄
附を検討している企業との「マッチング会」の開催
を予定しており、市町村と県がしっかりと連携して
取組を進めて参ります。

総合政策課

9

　ＩターンやＵターンを含め、女性に
地元に残って定住してもらうための
取組を、総力を挙げて考えていただ
きたい。

審議会等

　女性のＵＩターンを促進するため、女性ファッショ
ン誌と連携し、女性目線でとくしま暮らしを紹介す
る「移住ハンドブック」の制作や、働く女性のロー
ルモデルとなる県内起業家等に相談できる「キャ
リアコンサルタント相談会」の開催に取り組んで
参ります。

とくしまぐらし応援課

令和６年度当初予算編成過程に寄せられた
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10

　労働力不足を解消するため、都市
部で開催される移住フェア等に県と
一緒に出展し、県外から人材を呼び
込みたい。

その他業務活動内
　市町村をはじめ介護や建設等人材ニーズの高
い関係団体が出展する本県主催の「移住フェア」
の初開催に取り組んで参ります。

とくしまぐらし応援課

11
　私立学校に通う世帯の経済的負
担を軽減する施策を充実させてほし
い。

その他業務活動内

　国の制度拡充に呼応し、引き続き、高校生を持
つ家庭への｢奨学のための給付金」の増額や、専
門学校生を持つ家庭への「授業料等減免費補助
金」の支援対象の拡大など、支援の拡充を図って
参ります。

総務課

12
　ＤＶ被害者支援を行う民間団体へ
の経済的支援（ 補助金） を継続して
実施してほしい。

その他業務活動内

　現在実施しているＤＶ被害者支援を行う民間団
体への活動支援について、来年度からは、ＤＶ被
害者を含めた困難な問題を抱える女性に支援を
行う民間団体に対象を拡充し、活動支援施策を
実施して参ります。

男女参画・人権課

13
　男性の性暴力被害者への支援を
実施してほしい。

その他業務活動内
　男性の性暴力被害について、被害からの早期
回復のためには適切な支援が必要であることか
ら、被害者の支援体制を整備します。

男女参画・人権課

14

　性的少数者が自分らしく生きられ、
多様な在り方をお互いに受け止め
合う社会の実現に向けて、
・性的指向、性自認に関する広く正
しい理解の増進を図るよう、諸施策
に取り組むこと。
・性的少数者に関わる諸施策の実
施を保障するために、「徳島県パー
トナーシップ・ファミリーシップ届出制
度」を創設すること。

審議会等

　令和６年４月より、性的マイノリティの方とパート
ナーがお互いを人生のパートナーとし、相互に協
力して継続的に生活を共にすることを、公的に証
明する「パートナーシップ宣誓制度」を実施しま
す。
　また、性的マイノリティの方が抱える精神的苦
痛や生きづらさの解消に向け、他の当事者や支
援者との交流会の場を提供するとともに、公認心
理師等による相談やピアカウンセリングを実施し
ます。

男女参画・人権課

15

　中長期的な展望のもと、安全対策
や競技力向上、環境整備、魅力ある
イベントの実施等、本県のスポーツ
振興に取り組んでもらいたい。

審議会等

　来年度事業では、熱中症対策やＡＥＤの適正配
置等の安心・安全にスポーツできる環境づくりの
推進、トップレベルの選手による小中高生を対象
としたスポーツ教室等の開催、大会・合宿の誘致
やスポーツイベントの充実によるスポーツツーリ
ズムの推進等に取り組んで参ります。

スポーツ振興課

16

　①産前・産後ケアの充実に向けた
ニーズ調査や、②ファミサポ事業の
認知度向上に向けた取組、③多胎
家庭への支援等を行うことで、子育
て当事者に寄り添い、育児の孤立化
を防ぎ、誰もが子育てしやすい環境
を整備してほしい。

審議会等

　①本県の実情に合わせた産前・産後ケアの充
実に向け、妊産婦等へのニーズ調査を実施しま
す。
　②ファミサポ事業の利用を推進し、地域のつな
がりや相互援助を促進するため、初回利用に係
る経費を助成する市町村を支援します。
　③多胎児やリトルベビーなど、同じ悩みを抱え
る子育て家庭の交流会等を開催し、つながりの
機会を創出します。

こどもまんなか政策課

17

　保育施設への短期雇用派遣を可
能にする仕組みを構築し、働きたい
保育士が他業種へ流出することを
防ぐなど、業界全体を巻き込み、保
育人材等の確保を進めてほしい。

審議会等

　年度途中の保育人材不足に対応するため、徳
島県保育士・保育所支援センターが行う就職あっ
せん事業を活用し、短期雇用の保育士へ奨励金
を支給する市町村を支援します。

こどもまんなか政策課

18

　クラブ運営・育成支援・メンタル指
導を一体としたアドバイザーチーム
を派遣し、こどもと大人が共に成長
を実感できる学童保育を創ってほし
い。

審議会等

　放課後児童クラブが抱える、運営面や児童への
対応等の課題を解決するため、専門知識や豊富
な経験を有する「アドバイザー」を県で委嘱し、ク
ラブへ派遣、助言を行います。

こどもまんなか政策課
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19

　地域に眠るスキルやリソースを掘
り起こし、こどもたちに学校では得ら
れない様々な体験機会を創出して
ほしい。

審議会等

　児童の多様な体験活動等の機会を確保するた
め、その機会を提供する「サポーター」を募集、登
録するとともに、クラブ等へ派遣を行う市町村を
支援します。

こどもまんなか政策課

20
　子どもの医療費助成について、助
成の対象を拡充してほしい。

その他業務活動内

　県の「子どもはぐくみ医療費助成制度」につい
て、助成対象を18歳まで拡大し、所得制限を撤廃
するとともに、入院に係る医療費を「完全無償化」
するなど、大幅に拡充し、当該事業を実施する市
町村を支援します。

こどもまんなか政策課

21
　不妊治療に係る経済的負担を軽
減し、県下全域での取組を推進して
ほしい。

その他業務活動内
　妊娠を希望する夫婦を支援するため、新たに、
不妊治療（生殖補助医療）に係る助成制度を創
設し、当該事業を実施する市町村を支援します。

こどもまんなか政策課

22

　ゲートキーパーの養成に加え、
もっと身近なところで気軽に「傾聴」
などのサポートを行う人材の育成に
取り組むべきではないか。

審議会等
　家庭や職場、地域など日常生活の中で、身近な
心の支えとなる相談役として、「心のサポーター」
の養成に取り組んで参ります。

国保･地域共生課

23
　医師不足にならないように、県とし
て医師の確保や育成に取り組んで
ほしい。

各パブリックコメント

　将来の本県医療を支える医師の安定的確保の
ため、県外出身医学部生への「一時金支援制度」
や県外進学医学部生への「奨学金制度」の創設
など、新たに一歩踏み込んだ幅広い施策を展開
して参ります。

医療政策課

24

　フレイルについて、後期高齢者が
40年前からかなり増えている事を考
えると、本格的な対策が必要ではな
いか。
　また、フレイル予防を進めるため
に、認知度を確認した方がいいので
はないか。

その他業務活動内

　専門職と連携し、データに基づくフレイル予防モ
デルを作成し県内市町村へ普及を図るとともに、
高齢者だけでなく幅広い世代にフレイル予防を意
識していただくため、「フレイル予防県民デー（仮
称）」を創設し、イベントなどを通じて認知度向上
に努めて参ります。

長寿いきがい課

25

　重度の障がいがあっても、地域で
安心して暮らしていけるよう、グルー
プホーム等の住まいや福祉サービ
スを充実させてほしい。

その他業務活動内

　強度行動障がいを有する方の「グループホー
ム」の施設整備費に対する支援を行うとともに、
「行動援護」や「短期入所」が安定的に提供され
る体制整備への支援を行って参ります。
　また、医療的ケア児等に対して、「徳島県医療
的ケア児等支援センター」を拠点として、訪問看
護等在宅サービスの充実を図るとともに、災害時
等の緊急対応に向け、「非常用電源」の貸与を行
い、災害時支援の強化を図って参ります。

障がい福祉課

26

　経営者の高齢化や後継者の不在
により、やむを得ず廃業を選択する
事業者が増えつつある中、価値ある
経営資源を次世代に承継するため、
譲渡希望事業者の「掘り起こし」を進
めてもらいたい。

その他業務活動内

　譲渡希望案件の「掘り起こし」、「見える化」や
「マッチング」を促進する「Ｍ＆Ａ促進奨励金」を創
設するとともに、商工団体や士業専門家にＭ＆Ａ
プラットフォーマーを加えた「Ｍ＆Ａ型事業承継促
進コンソーシアム」を構築し、Ｍ＆Ａをはじめとし
た事業承継を促進して参ります。

商工政策課

27
　外国人労働者が増加する中で、外
国人の就労定着にどのように取り組
むのか。

審議会等
　相談体制の充実や、新たに「日本語能力試験
対策講座」を実施するなど、外国人が働きやすい
環境を整備し、雇用を促進して参ります。

労働雇用戦略課
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28

　大型イベントの開催時等において
宿泊キャパシティ不足のため、多く
の旅行者が日帰りや近隣県に流れ
てしまうといった現状がある。特に富
裕層のニーズに耐えうる施設の少な
さを懸念している。

審議会等

　宿泊キャパシティの拡大や、観光消費額の増加
に向け、現在策定を進めている戦略に基づき、ホ
テル事業者・デベロッパーに対する誘致活動を戦
略的・積極的に取り組んで参ります。

観光政策課

29
　今まで以上に省力的で生産性の
高い園芸産地を育成し、更なる生産
力強化を図ってほしい。

その他業務活動内

　園芸品目の生産力強化と次代を担う人材の育
成・確保を図るため、生産性・収益性向上に資す
る機能を備えた「施設園芸団地」の整備を支援し
て参ります。

みどり戦略推進課

30

　人口の減少により規模が縮小する
国内市場に対して、急成長する海外
市場向けの輸出拡大に積極的に取
り組む必要がある。

その他業務活動内

　農林水産業の持続的な発展に向けては、輸出
が有効な手段となり得ると考えており、輸出先の
ニーズや規制に対応した産地育成に取り組むと
ともに、積極的な海外プロモーションを展開して
参ります。

もうかるブランド推進課

31

　県産農林水産物をより高い価格で
販売できるよう、様々な手法でブラ
ンド力の強化に取り組む必要があ
る。

その他業務活動内

　高いブランド力や発信力を持つ企業との連携や
大消費地での集中的なイベント実施、SNSの活用
など、県産農林水産物のブランド力の強化に向
け、戦略的に魅力を発信して参ります。

もうかるブランド推進課

32

　林業従事者で心身の病気により、
働くことが難しくなる場合があること
から、林業においても産業医のよう
な仕組みを取り入れられないでしょ
うか。県全体で１つ窓口があれば、
林業従事者が長く働ける可能性が
あるので、検討して欲しい。

審議会等

　林業経験豊富な職員がきめ細やかに対応する
相談窓口を設置するとともに、就業間もない方に
対してアンケート調査やメンターサポート等を実
施するなど、定着率の向上に取り組んで参りま
す。

スマート林業課

33

　マスコミでも幾度となく取り上げら
れ、注目度も高い「養殖サツキマス」
について、「安定生産」や「販路開
拓」を推進することで、本県ならでは
のブランド養殖魚を創出して欲しい。

審議会等

　採卵から出荷まで、すべての工程を県内で完結
させる、徳島ならではの「純・徳島県産養殖サツ
キマス」について、新たなブランドの創出を目指
し、生産技術の改良とブランド化に向けたPRに取
り組んで参ります。

水産振興課

34

　全国有数の生産量を誇るわかめ、
すじ青のり等の海藻養殖について、
海水温の上昇や貧栄養化に伴う生
産量・品質の低下が心配されること
から、漁場環境の変化に対応した技
術の開発、改良を推進してほしい。

審議会等

　海水温の上昇により、冬の間も活発に海藻を食
べ始めた「アイゴ」等による深刻な「食害」の防止
に向け、漁場環境データや水中映像をもとに、養
殖わかめ等の「食害・防除技術」の開発に取り組
んで参ります。

水産振興課

35
　　「道路占用管理システム」に続
き、他の公共施設も電子申請化して
ほしい。

その他業務活動内

　令和５年度に運用を始めた「道路占用システ
ム」に続き、「河川・砂防・都市公園」における申
請手続がオンラインで行えるよう、システムの構
築に取り組んで参ります。

都市計画課
水管理政策課
河川整備課

砂防・気候防災課

36

　洪水被害を未然に防ぐため、堆積
土砂の除去や立木伐採、及び堤防
の草刈りなど、適切な維持管理を実
施してほしい。

その他業務活動内

　定期的な河川巡視のもと、治水上支障があると
認められた箇所については、適切に対応し、「治
水機能の確保」に努めております。
　引き続き、堤防点検や河川周辺の環境維持に
必要な草刈りを行うとともに、浸水被害の軽減を
図るため、「樹木伐採」や「河道掘削」を進めて参
ります。

河川整備課
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37
　異常気象に伴う豪雨等による浸水
被害を解消するため、これまで以上
に、河川改修を加速して欲しい。

その他業務活動内

　河川整備などのハード対策は、「再度災害防
止」の観点から、浸水被害を受けた箇所から重点
的に整備を進めております。
　さらに、「防災・減災、国土強靱化のための５か
年加速化対策」や「有利な財源」を積極的に活用
し、洪水を安全に流すための対策（堤防整備・河
道拡幅）を推進して参ります。

河川整備課

38
　河川・海岸施設の地震・津波高潮
対策を推進してほしい。

その他業務活動内
　地震・津波による被害の軽減を図るため、河
川・海岸の堤防や水門等の地震・津波高潮対策
を推進して参ります。

河川整備課
運輸政策課

39

　阪神港との国際フィーダー航路は
週１便しかなく、トラック輸送に頼ら
ざるを得ない。コンテナ物流の効率
化のため、国際フィーダー航路を新
たに開設する船社へ支援をしてほし
い。

その他業務活動内

　県内企業の物流効率化を推進するため国際コ
ンテナ戦略港湾（阪神港等）と徳島小松島港を結
ぶ新たな国際フィーダー航路を開設する船社を
支援して参ります。

運輸政策課

40
　自主防災組織を活用して情報を流
す仕組みを作っていただきたい。

審議会等
　地域防災力向上を図るため、防災士を含む自
主防災組織等のネットワークを活用して参りま
す。

南部総合県民局

41
　県南部の魅力的な素材を活用した
観光コンテンツづくり、ブラッシュアッ
プに取り組んでほしい。

その他業務活動内

　四国の右下観光局や関係団体等と連携し、山・
川・海の三拍子揃った豊かな自然や伝統ある歴
史・文化を活用した観光コンテンツづくり、ブラッ
シュアップに取り組んで参ります。

南部総合県民局

42

　高齢化により集落機能の維持が
困難となっている。新規就農者が農
業に取り組みやすいよう、初期投資
軽減への支援をお願いしたい。

その他業務活動内

　新規就農者の確保に向け、施設整備や農機具
確保の負担を軽減すべく、遊休施設・機具の活用
検討や農業支援サービス事業体の育成等、地域
の財産（人・もの・土地）をフル活用する取組を進
めます。

南部総合県民局

43
　県産の備長炭が地域内外で認め
られるような取組をしてほしい。

その他業務活動内
　県産備長炭の認知向上や需要拡大を図るた
め、関係機関と協力し効果的なブランディングに
取り組んで参ります。

南部総合県民局

44

　にし阿波に訪れる人の流れを積極
的に作っていくべき。観光コンテンツ
を増やしていくことが重要であり、魅
力発信に力を注いでほしい。

審議会等

　にし阿波ならではの自然、歴史、文化など、魅
力ある地域資源を活用した新たな観光コンテンツ
づくりや戦略的な情報発信により、にし阿波への
さらなる誘客に取り組んで参ります。

西部総合県民局

45

　新規就農者の栽培技術向上のた
め、指導農家との架け橋となる役割
や研修受入れに対する支援なども
検討してほしい。

審議会等

　にし阿波の地域資源である「周年いちご」を核
に、農家や農業法人等と連携して、新規就農者
の受入れ体制を構築し、栽培研修等の就農支援
に努めて参ります。

西部総合県民局

46

　子ども時代の身体活動や健康は、
大人になってからの体力や健康に
影響することから、継続して生活習
慣に関する正しい知識の普及啓発
に努めてほしい。

審議会等

　子どもに対して健康に関する出前講座等を実施
するとともに、学校給食の際に健康に関するアド
バイスを記したカードを配布するなど、継続して生
活習慣に関する正しい知識の普及啓発に努めて
参ります。

西部総合県民局
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47

　県立高校のタブレット故障多発に
ついて、前回の反省を活かし、高品
質なものを子どもたちに届けて、１人
１台の状態に戻してほしい。

審議会等

　端末の調達にあたっては、副知事をトップに専
門家などで構成する教育ＤＸ加速化委員会を設
置しており、今後は、当該委員会において検討い
ただきながら、端末の再整備や更新を進めて参り
ます。

教育政策課

48
　海部高校の寮が不足しているた
め、旧海部病院を海部高校の寮とし
て活用して欲しい。

審議会等

　海部高校における県外からの入学希望者の増
加に対応するとともに、海部高校の更なる発展や
若者と地域の交流による賑わい創出を図るた
め、旧海部病院を「第３海部寮」として整備して参
ります。

教育創生課

49

　海外渡航や滞在に係る経費が高
騰していることから、高等学校が海
外研修や姉妹校訪問をするための
支援をお願いしたい。

その他業務活動内

　県立中高生の海外研修の参加費用及び高等
学校の海外姉妹校交流経費への支援に係る予
算について、増額の計上をしています。このこと
により、海外体験を通じた、国際社会で必要とさ
れる資質・能力やグローバルな視点の育成の促
進に努めて参ります。

学校教育課


